
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機能強化法に基づく資本参加の概要 
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＜
全

信
組

連
に
お
け
る
具

体
的
な
取

組
み

＞

➢
個

別
信

組
へ
の

出
資
条

件
－

中
小

規
模

事
業

者
へ

の
信

用
供

与
の

円
滑

化
な
ど
地

域
経

済
活

性
化

策
等

を
盛

り
込

ん
だ
経

営
計

画
の

策
定

等

➢
経

営
指

導
の
実

施
－

元
年

７
月

、
全

国
信

用
組

合
中

央
協

会
と
経

営
・
執

行
の

一
体

的
運

営
、
組

織
横

断
的

な
「
信

組
サ

ポ
ー
ト
本

部
」

を
設

置
す
る
な
ど
、
傘

下
信

組
の

経
営

管
理

や
収

益
力

強
化

に
関

す
る
サ

ポ
ー
ト
を
推

進
－

支
援

先
信

組
に
お

け
る

経
営
計

画
の

履
行
状

況
を

検
証

す
る
と

と
も
に

、
定

期
的
に

経
営

ト
ッ
プ

や
担

当
部
署

か
ら

ヒ
ア
リ

ン
グ

等
を
実

施
し

、
問
題

点
が

あ
れ
ば

改
善

を
指
導

等

➢
地

域
経

済
活
性

化
の
た
め
の

具
体
的

支
援
策

－
R
E
V
IC
の

ト
レ
ー
ニ
ー
受

入
制

度
、
特

定
専

門
家

派
遣

制
度

の
活

用
な
ど
、
関

係
団

体
と
連

携
強

化
－

「
中

小
事

業
者

等
支

援
フ
ァ
ン
ド
向

け
資

金
供

給
制

度
」
等

に
よ
る
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
の

供
給

－
取

引
先

企
業

の
販

路
拡

大
の

た
め
、
個

別
信

組
の

取
組

事
例

等
の

提
供

、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
展

の
開

催
－

事
業

再
生

フ
ァ
ン
ド
「
し
ん
く
み

リ
カ
バ

リ
」
の

活
用

等

金
融

機
能

強
化

法
に
基

づ
く
全

国
信

用
協

同
組

合
連

合
会

に
対

す
る
資

本
参

加
の

概
要

（
令

和
２
年

２
月

2
8日

（
金

）
決

定
）

全
国
信
用
協
同
組
合
連
合
会

（
東

京
都
中

央
区

）

預
金
残
高

（
H
31
/
3末

）
７
兆
０
，
７
８
７
億
円

貸
出
金
残
高

（
H
31
/
3末

）
３
兆
９
，
３
９
６
億
円

自
己
資
本
比
率

（
H
31
/
3末

）
１
７
．
３
２
％

資
本
参
加
額

９
２
億
円

※

優
先
出
資
の
配
当
率

T
i
b
o
r
(
1
2
ヶ
月
)
+
０
．
３
８
％
（
消
却
予
定
2
0
年
以
内
分
）

T
i
b
o
r
(
1
2
ヶ
月
)
+
０
．
４
９
％
（
消
却
予
定
2
5
年
以
内
分
）

国

【
参
考
】
資
本
参
加
ス
キ
ー
ム

※
資
本
参
加
は
傘
下
信
組
へ
の
出
資
に
活
用
す
る
た
め
申
し
込
ま
れ
た
も
の
で
あ
り
、
全
信
組
連
の
資
本
増
強
・
収
益
性
向
上

を
目
的
と
す
る
も
の
で
は
な
い
。
本
件
資
本
参
加
に
よ
り
全
信
組
連
の
自
己
資
本
比
率
は
変
動
し
な
い
。

全
国
信
用
協
同
組
合
連
合
会

（
全

信
組

連
）

優 先 出 資 の 引 受 け

個
別
信
用
組
合

（
今

回
の

９
２
億

円
は

２
信

組
に
対

し
活

用
）経 営 指 導

経 営 計 画 の 提 出

業
界
内
支
援
制
度

「
協

同
組

織
金

融
機

能
強

化
方

針
」
の

提
出

優
先

出
資

の
引

受
け
（
９
２
億

円
）
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